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研究の概要  
 

１． 研究の背景・目的 

 2001 年 5 月、小泉総理大臣の所信表明において、「21 世紀に生きる子孫へ、恵

み豊かな環境を確実に引き継ぎ、自然との共生が可能となる社会を実現したい」と

いう表現が盛り込まれ、これを受けて同 7 月、総理大臣主宰の「21 世紀『環の国』

づくり会議」報告において、「わが国の自然生態系を健全なものに蘇らせていくた

めには、環境の視点からこれまでの事業・施策を見直す一方、順応的管理の手法を

取り入れて積極的に自然を再生する公共事業、すなわち『自然再生型公共事業』を、

都市と農山漁村のそれぞれにて推進することが必要」と提言された。さらに同 12
月には、総合規制改革会議「規制改革の推進に関する第１次答申」において、「海

岸・浅海域等の水系域や都市域など既に自然の消失、劣化が進んだ地域では自然の

再生や修復が重要な課題である。自然の再生、修復の有力な手法の一つに、地域住

民、NPO 等多様な主体の参画による自然再生事業があり、各省庁間の連携・役割

分担の調整や関係省庁による共同事業実施など、省庁の枠を超えて自然再生を効果

的・効率的に推進するための条件整備が必要」とされた。このような環境問題の解

決に向けた新たな動きの中で、「自然再生に関する施策を総合的に推進し、生物の

多様性の確保を通じて自然と共生する社会の実現を図り、あわせて地球環境の保全

に寄与する」ことを目的とする「自然再生推進法」が 2002 年 12 月に国会で成立

した。  
自然と共生した国土の形成を目指した実践を進めていく上で、そのために必要な

技術開発やシステム研究を進めることの必要性が総合科学技術会議において分野

別推進戦略（2001 年 9 月）の中で謳われた。すなわち、第２期科学技術基本計画

(H13～17)において「自然共生型流域圏・都市再生技術研究イニシアティブ」が重

点分野である環境分野の中の重点課題として位置づけられたのである。このような

背景から、国土交通省は、自然と共生した国土を実現するための基盤技術を開発す

るために「自然共生型国土基盤技術の開発」を総合技術開発プロジェクトとして（以

下、「自然共生総プロ」と表記）、また国土技術政策総合研究所のプロジェクト研

究として「自然共生型流域圏・都市の再生」を立ち上げ、関係各省と連携して研究

開発を進めてきた。  
 本プロジェクトでは、水物質循環の健全化、生態系の保全・再生、ヒートアイラ

ンドの解消等自然共生型国土（流域圏・都市）形成に向けたプロセスを提案すると

ともに、このようなプロセスや取り組みを支援するための、①自然共生型国土形成

のための政策検討ツールの開発、及び②自然共生型国土形成技術の開発を行い、ケ

ーススタディ流域において、③自然共生型国土形成のための政策シナリオの検討を

行うこととした。 
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２． 本研究に関する他の取り組みとの関係 

本研究は、国土交通省が実施する総合技術研究開発プロジェクトの枠組みで実施

した研究であるが、上述したように第２期科学技術基本計画における｢自然共生型

流域圏・都市再生技術研究イニシアティブ｣に関連する他の自然共生型国土形成に

係わる取り組みと密接な関わり合いを持っている。ここに、本研究に関係する他の

取り組みを紹介する。 

研究の実施にあたっては、｢自然共生型流域圏・都市再生技術研究イニシアティ

ブ｣と連携するという形で、農林水産省･環境省等他省や大学･民間及び関連する独

立行政法人とも連携･協力･分担を図りながら研究を進めるとともに、各研究機関の

研究代表者による「自然共生型流域圏・都市再生シナリオ検討ワーキング・グルー

プ」を設置し、再生シナリオに関する議論を深めるとともに、各研究機関による研

究成果を「自然共生型流域圏・都市再生技術研究イニシアティブ報告書」としてと

りまとめた。また、研究成果の情報交換・発信を行うために、本イニシアティブに

関心を持つ多分野に跨る学識者等によるワークショップ「自然と共生した流域圏・

都市の再生」を 2001 年以降毎年開催している。その他、大学との連携としては、

慶應義塾大学と連携したシンポジウム、地球環境学研究所との意見交換会の開催、

社会科学の研究者を交えた合意形成に関する検討会の設置等を行った。また広域生

態系モデリング研究会、公開シンポジウム「自然共生型社会の実現に向けて ～ま

ちにいきものを呼び戻すには何をすべきか～」を開催した。ＮＰＯとの情報交換と

しては、ＮＰＯ法人水環境交流会との討論会を開催した。地方整備局等との連携と

して、関東地方整備局や霞ヶ浦河川事務所等と情報交換し、具体的な対策を見据え

た検討を行った。 

 

３． 研究内容 

３．１ 研究全体の枠組み 

図－１に示す全体構成の通り、本研究は、Ⅰ情報基盤の整備と活用、Ⅱ流域圏・

都市管理モデルの構築、Ⅲ環境再生技術の開発、Ⅳ政策シナリオの実践への支援技

術の開発、Ⅴ自然共生型国土形成シナリオの検討を５つの大きな柱としている。  
 

Ⅰ．情報基盤の整備と活用 

水物質循環モデル、生態系モデルの汎用化には、基盤情報を GIS 化することが

不可欠である。また、環境に関する情報基盤を整備するということは、流域圏・都

市における実態の把握、診断そのものでもある。このため、国土共通基盤 GIS デ

ータベースを開発し（①）、この GIS データベースで得られた流域圏の環境情報

から、より現況の生物多様性や自然環境をわかりやすく評価する流域圏診断技術

（②）を開発した。 
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図－１ 研究全体の枠組みと、個別研究とシナリオ検討との関係（丸数字は３．２の個別

研究に対応） 

 

Ⅱ．流域圏・都市管理モデルの構築 

流域圏の住民等関係主体による環境に係わる問題の把握・理解、問題解決のため

の施策・取り組みに係わる検討・合意形成等を支援するため、③流域水物質循環モ

デルの開発、④生態系予測モデルの開発を行った。開発したモデルを用いてシナリ

オの検討において現状の把握に用いるほか、施策やビジョンに対する評価を定量化

するために活用する。また評価において水物質循環モデルによる水質改善の度合い

に応じて、水域生態系モデルによる生育生息場評価を向上させるなど、モデル間の

相乗効果についても考慮した統合モデルを構築している。 

 

Ⅲ．環境再生技術の開発 

自然環境を効率的・効果的に再生するため、水環境を改善するための⑤環境ホル

モン等の効率的なオゾン処理技術、⑥保水性舗装・雨水貯留技術、⑦エコロジカル

ネットワークの保全・再生の計画・設計技術の開発を行った。これら新技術は流域

圏・都市管理モデルを用いたシナリオの評価に適用されると同時に、シナリオの実

践の際に活用される。  
 

Ⅳ．政策シナリオの実践への支援技術の開発 

具体的な自然共生型国土形成シナリオの実践において、市民・企業やNPOの効果

的・持続的な取り組みを提案、支援するため、⑧社会一体型施策立案手法の提案、

⑨地域との協働による自然共生型社会の実践について検討し、都市環境再生の観点

から⑩都市再生における景観・制度について分析した。 

 

Ⅴ．自然共生型国土形成シナリオの検討 

シナリオの検討プロセスは図－１の右下の部分である。人の生活という視点から、

できる限り実感しやすい将来ビジョン案を複数作成し、関係主体が現在の生活とも

比較しながら、国土・社会のあり方を模索するという過程を中心に置く。この中で
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特に、様々な施策の効果をモデルの活用により極力定量的かつ具体的に表現し、シ

ナリオの策定につなげる。 

具体的なシナリオの提案を行うため、大流域において⑪東京湾流域・霞ヶ浦流域

を対象としたケーススタディ、中小流域や都市域において⑫水と緑からの都市再生

シナリオの検討を行った。シナリオの評価および実践において、Ⅰ～Ⅳの個別研究

の成果を活用する。 

 

３．２ 個別研究成果 

３．２．１ 情報基盤の整備と活用 

① 国土共通基盤 GIS データベースの構築 

どのような目的においても共通に利用される、地形図・土地利用図・人口データ

等の基礎的な自然条件・社会条件データを「コモンデータ」、モデルの構築や政策

の実施等、目的に応じて整備されるデータを「スペシフィックデータ」として整備

し、ネットワークを通じたオンライン配信及び閲覧・検索システムを設計した。構

築した GIS データベースによる流域診断の一例として、荒川の水質の変遷図や土

地利用の変遷図が挙げられる。これらにより流域の水質の状況や水質が改善した河

川域、及び土地利用の改変状況を把握することができる。  
 
② 流域圏診断技術の開発 

鎌倉市、横浜市帷子川流域、各務原市を対象に、保全等の必要性の高い緑地環境

を抽出し重要度の段階的評価を行うため、基礎的環境情報を用いた生物多様性の評

価モデルを構築し、GIS 技術を用いた小流域の設定、地形分類図、植生区分図等か

ら生物多様性評価技術やエコトープマップの作成技術を開発し、小流域単位での環

境診断技術を提示した。 

 

３．２．２ 流域圏・都市管理モデルの構築 

③ 流域水物質循環モデルの開発 

Ａ．流域圏を対象とした水物質循環モデル 

流域での水・物質循環を分析する、ユーザーインターフェイスの整備された政策

ツールとしての汎用型水物質循環モデルを開発した。このモデルにより、現在や過

去の現象を再現し、現象の内部構造や問題の所在の理解、施策の実施による施策効

果を評価することができる。 

 Ｂ．合流式下水道の分布型汚濁負荷解析モデル 

健全な水循環に重大な影響を与える合流式下水道の雨天時越流水について、対策

とその放流先水質への影響を評価する手法を検討した。従来の集中型モデルでは、

貯留施設や浸透ますの設置等の合流式下水道の改善施策の評価が困難であり、また、

大腸菌群数、窒素、リンなどの評価項目の増加に対応できないため、新たに分布型

汚濁負荷モデルを開発した。  
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④ 生態系予測モデルの開発 

Ａ．陸域生態系モデル 

動物種の生態的特性を考慮して指標性を持つ種を選定し、その生息環境のモデル

化により、指標種の生息適地を広域的に予測・評価する手法を構築した。事例地

は関東地方とし、指標種は、事例地の奥山地域、農村・里山地域、都市地域にお

いて、アンブレラ種となる種や生息環境を代表する種、さらに移動能力等も考慮

して選定した。 

Ｂ．水域生態系モデル  
水域生態系モデルの１つである HEP(Habitat Evaluation Procedures)モデルをもと

に、閉鎖性水域（東京湾、霞ヶ浦）および河川（多摩川、荒川）を対象として広域

的な生息生育場評価について検討した。検討した水域生態系予測モデルを政策シナ

リオの評価に活用する。  
 

３．２．３ 環境再生技術の開発 

⑤ 環境ホルモン等の効率的なオゾン処理技術の開発 

内分泌かく乱作用を疑われている物質（いわゆる環境ホルモン）が下水道にも流

入していることが報告されているが、この環境ホルモンが生態系に与える影響につ

いては不明な点が多く、下水処理過程でのより効果的な除去手法に関する知見が求

められている。そのためオゾン処理に着目し、除去能力、運転管理手法に関する基

礎的な検討を行った。その結果、環境ホルモンは、一般的に用いられている条件よ

りも低いオゾン注入率・短い接触時間においても殆ど検出下限値未満まで除去され

ることなど、オゾン処理における経済的かつ適切な運転方法について提案を行うた

めの知見が得られた。  
 
⑥ 保水性舗装・雨水貯留技術の開発 

都市のヒートアイランド現象の原因ともなっている地表面の高温の緩和を図る

とともに、都市型豪雨災害の軽減に寄与することを目的とし、上層路盤などへ水分

を供給する装置のある保水性温度低減舗装を開発し、効果を検証した結果、従来の

保水性舗装に比べて、最高表面温度で 18℃の低減効果が得られた。また従来の保水

性舗装の低減効果の持続期間がおよそ１～２日であるのに対して、給水を行わなく

ても 7 日程度、給水を行えば 14 日以上、温度低減効果が持続することが確かめら

れた。 

 

⑦ エコロジカルネットワークの保全・再生の計画・設計技術の開発 

都市を含む流域圏における生態系の保全・再生等を実現するため、大域、中域、

小域の３つのスケールを用い、それぞれのスケールにおいてエコロジカルネットワ

ーク構造の現状を把握するため、コアエリア及びコリドーの抽出を行った。エコロ

ジカルネットワーク計画を作成するにあたり、陸域生態系モデルを用いて生息適
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地を抽出し、エコロジカルネットワーク構造の現状とエコロジカルネットワーク計

画を実現するための費用対効果を踏まえたうえで、エコロジカルネットワーク計画

図の素案を作成した。  
 

３．２．４ 政策シナリオの実践への支援技術の開発 

⑧ 社会一体型施策立案手法の提案 

これからの環境問題解決のためには、市民・企業と目標を共有し、合意を図り、

連携して取り組む社会一体型施策の実施が重要である。また、環境問題の影響・因

果関係が不明瞭な状況の中で、いかに市民・企業と一体となって取り組みを行って

いくか、そのための実施方策が必要である。このため、ヒートアイランド現象対策

を一例として、社会心理学における行動変容プロセスに関する理論を踏まえ、検討

した。その結果、環境配慮行動を普及させるには、①行動前の心理的負担感を低下

させること、②持続時の心理的負担感を低下させることが重要であることが分かっ

た。 

 

⑨ 地域との協働による自然共生型社会の実践 

NPO による地域活動について事例調査を行い、環境再生に向けての住民の持続的

な取り組みを展開するための仕組みについて検討した。例えば、筑後川流域におけ

るエコツーリズムは、①自然と触れあう機会を通じて、自然の価値や自然と触れ合

うことによる恩恵を再認識し、自然を志向する社会への体質改善を図る。②ボラン

ティアにとどまらず、活動から得られる対価を活動に還元する仕組みを構築する等、

持続的な取り組みがなされるための有効な仕組みが働いており、有益な示唆が得ら

れた。 

 

⑩ 都市再生における景観・制度の分析 

東京都心三区およびみなとみらい２１における超高層ビル再開発事業の現状を

調査し、１）現況の公開空地の都市への貢献度、２）超高層ビルの都市景観への影

響、３）ウォーターフロント開発の都市環境への貢献の３つの観点より分析・考察

を行い、特に法制度との関係性から問題点を指摘した。20 世紀型のスクラップアン

ドビルド型都市開発から 21 世紀型のストック形成型都市開発への移行が最重要課

題のひとつとしてクローズアップされつつある中で、都市環境整備、特に環境イン

フラの広域的整備を進めていくための長期的展望を前提とした計画、および計画を

進めるための仕組み・制度を整備していくことが必要である。 

 

３．２．５ 自然共生型国土形成シナリオの検討 

⑪ 東京湾流域・霞ヶ浦流域等を対象としたケーススタディ  
本プロジェクト研究で構築したモデルを活用して、水物質循環、生態系、熱環境

の環境改善評価を再生ビジョンに応じて提示することにより、それぞれの環境問題
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の解決に向けた合意形成に活用する。まず施策の組合せとして表－１に示すとおり、

施策群１（インフラ整備主体型）、施策群２（産業・生活スタイル転換型）、施策群

３（自然機能回復型）を設定した。  
水物質循環、生態系、熱環境の環境改善施策による効果を図－２に示す。水物質

循環や生態系の健全化およびヒートアイランド現象の対策などの解決に向けて、個

別に課題の解決の方策を検討するよりも、多くの課題を同時に改善する方法を選択

することが効率的である。複数の環境問題に対する解決手法を施策パッケージとし

て提案し、シミュレーションモデルによる効果把握を試みたことは、具体的な政策

決定へのプロセスに活用するという点で意味を持とう。例えば、緑地の増加が水物

質循環や熱環境の改善、さらには陸域生態系の回復にも資するという複合的効果を

持つ。これらを１つの政策シナリオに基づき、それぞれのシミュレーションモデル

によって定量的評価が可能となった。  
 

表－１ 東京湾流域圏再生にかかわる施策群の設定内容 

水物質循環モデル 陸域生態系モデル 水域生態系モデル 熱環境モデル

施策群０ 現況 － － － －

下水高度処理，合流改善 －
（既整備地域＋整備予定地域）
高度処理型合併浄化槽の設置
（下水道整備予定外地域）
透水性・保水性舗装
環境保全型ライフスタイルの転換 － 環境保全型ライフス
環境保全型農業 タイルの転換
下水処理水の再利用 屋上緑化
家畜し尿の農地還元 保水性建材の利用
雨水貯留浸透施設の整備(屋上緑化) エコカーの普及
都市部および荒川，多摩川の両岸に緑
地の確保

大規模民有地の敷地の20%を
緑化

調整池の確保 堤外地を両岸に250m拡大
干潟の造成
(幕張･いなげの浜の再生)

新規高規格道路等にエコブ
リッジ、樹林帯の整備

底質，水深

公園の整備

水質の改善（水物
質循環モデルの結
果の反映）

緑地への転換（都市
部および荒川，多摩
川の両岸）

施策群２ 循環型社会の
構築を目指し
た産業・生活
スタイルの転
換

水質の改善（水物
質循環モデルの結
果の反映）

施策群３ 面的な土地利
用の改変によ
り緑地，干潟
の回復

施策群 施策内容 モデルで設定する内容

施策群１ 特に即効性の
高いハード的
な事業の実施

水質の改善（水物
質循環モデルの結
果の反映）

保水性舗装

 

 
⑫ 水と緑からの都市再生シナリオの検討 

東京のパレスゾーン（皇居周辺）、ウォーターフロント、横浜市帷子川流域等を

対象に、都市再生に向けた具体的な提案と実践プロセスを示すことにより、都市再

生シナリオ作成の一助とするものである。例えば帷子川流域においては、現在まで

の土地利用の変遷を踏まえ、緑地の保全、整備の観点から、具体的な都市再生シナ

リオを立案、評価を行った。 
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図－２ 東京湾とその流域における施策群の実施による環境改善効果 

(河川水質は河口流入部の年間平均COD 濃度、水物質循環は 7 月 15 日 12 時のCOD 濃度分布、 

陸域生態系は荒川流域のシジュウカラの生息確率、水域生態系はアマモのHSI（生息地選好指標）、 

熱環境については、現況は14時の気温の絶対値で、その他は現況との差分で表示) 

 

４． まとめ 

 以上の通り、自然と共生した国土の形成に向けた基盤技術を開発することができ

たと言えるが、本研究の最終目的である「都市を含む流域圏における水物質循環や

生態系を保全･再生するための取り組みを総合的に展開する」ための課題が浮き上

がるなど、いくつかの技術的課題も抽出され、今後、これらの課題を解決していく

必要がある。また、開発した技術を実践に適用するには技術的課題の克服だけでな

く、異なる行政機関、研究機関との密接な連携、さらに行政と地域との協働が不可

欠であり、そのため、各機関の連携方策や制度上の枠組みの整備を進める必要があ

る。 

 施策群０ 施策群１ 施策群１＋２ 施策群１＋２＋３ 

河 

川 

水 

質 

江戸川：3.1(mg/L) 
荒 川：5.3 
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鶴見川：10.0 

江戸川：2.5(mg/L)
荒 川：3.8 
多摩川：6.3 
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熱
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（現況と同じ） (現況と同じ) 
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